
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　

（注）１　職員手当には退職手当は含まれていません。
      ２　職員数は、17年４月１日現在の人数です。

(3) 特記事項
・ 平成15年４月１日～平成19年３月31日までの間、市長・助役・収入役・教育長・上下水道事業管理者・常勤監査委員の

給料月額の５％減額、議長・副議長・議員の報酬月額の５％減額を行っております。
・ 平成15年４月１日～平成19年３月31日までの間、管理職手当の５％減額を行っております。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

千円 　　　　　千円

（参考）中核市平均

給　 料

千円

一人当たり

職員手当 期末・勤勉手当 一人当たり給与費給与費 B/A　　計　　Ｂ

6,907

　　　　　　Ｂ

実 質 収 支

千円

5,451,056

　　　　　　％

2,730,103 30,429,075147,744,690

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

17年度

3,173

人

13,508,075 2,592,849

（参考）

区　　分

20.6

17年度 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円

Ｂ／Ａ

人 件 費 率

別紙３

区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（17年度末）

宇都宮市の給与・定員管理等について

人 件 費

16年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

20.4

職員数

　　　　　　Ａ

452,310

人　

千円

6,792

千円

21,551,980

(H13)
101.4

(H13)
103.0
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105.1
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100.8 (H18)

99.5 (H18)
97.4

95

100

105

110

宇都宮市 類似団体平均 全国市平均

（例）
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（18年４月１日現在）

　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

歳 円

　　③消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、18年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外　　　　 
　　　　勤務手当などの　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査におい
　　　　て明らかにされているものです。

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで

　　　　再計算したものです。

平 均 年 齢

343,993

国

437,616 388,448

―国 ― ― ―

41.6類似団体

348,255う ち 学 校 給 食 員

359,554 385,929439,844

平均給与月額

40.4

338,29146.4

栃木県

―

平 均 年 齢 平均給与月額

宇都宮市

平均給料月額区　　分

44.8

43.7 326,881

365,457

385,620

平均給与月額

439,935

439,274

369,08744.3

う ち 清 掃 職 員

平均給与月額

う ち 用 務 員

区　　分

44.9

40.4 328,477

宇都宮市

栃木県

445,028

宇都宮市

356,272

平均給料月額

374,488332,511

平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

（国ベース）

345,776

343,934

344,004366,047

365,487

318,595

（国ベース）

区　　分

392,524

395,664

381,212

類似団体 403,819

43.8 370,263

―

43.2

国

48.4

栃木県 45.4

平均給与月額

（国ベース）

346,933

347,841331,269

324,237

286,500

類似団体

民間事業者平均

336,538

―

45.8

52.2 ―

390,515

343,347

― ― ― ―
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（2) 職員の初任給の状況（18年４月１日現在）

Ⅰ種 円

Ⅱ種 円

円 円 円

円 － －

円 － －

（注）１　
     　　
　　　２
　　　３

　　　４

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（18年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）１　
　　　２

円

341,445

314,563

276,456

265,180

一般行政職は行政職給料表、技能労務職は技能労務職給料表、消防職は消防職給料表が

中　学　卒

大　学　卒

高　校　卒

176,800 176,800

経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合採用時からの年数をいいます。
技能労務職の経験年数10年は、該当する職員がいませんでした。

294,661

技能労務職

消防職

一般行政職とは、各種窓口業務や政策・行政経営などの内部事務に従事する事務職員、
土木・建築などの設計・監理業務に従事する技術職員です。
技能労務職とは、自動車運転手・清掃作業員・道路補修作業員・給食調理員などです。

一般行政職 大　学　卒

302,582

366,652

330,183

適用されるため、給与体系は異なります。

高　校　卒

一般行政職

経験年数１５年区　　　　分

宇都宮市区　　　　　分

経験年数２０年

技能労務職については、平成10年度以降採用しておりません。

国栃木県

142,800 138,400

179,200

170,200
円

-

経験年数１０年

高　校　卒

高　校　卒

217,833

169,900

267,156

高　校　卒

消防職

技能労務職

148,000

134,000

250,800
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（18年４月１日現在）

（注）１　宇都宮市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

　 （注）平成18年に11級制から９級制に変更しています。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　
 　　統合）　　　　　

主査，副主幹
　　　　　　　　人

389
５　　級

９　　級
20

20.1345

参事
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

218 12.7

2.9

主任主事，主任技師

主事，技師

構成比

　　　　　　　　％

２　　級

主事，技師
50

６　　級

標準的な職務内容

３　　級

主任

主査

４　　級
399

　　　　　　　　人

１　　級

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

8.0

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

137

職員数

　　　　　　　　％

23.2

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

区　　分

　　　　　　　　人

22.7

８　　級 副参事
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

38 2.2

７　　級 主幹
　　　　　　　　人

1.2

　　　　　　　　％

120 7.0

２級
8.0%

２級
9.1%

２級
9.1%

３級
12.7% ３級

10.2%

３級
12.7%

４級
23.2%

４級
14.0%

４級
17.8%

５級
22.7%

５級
21.2%

５級
18.5%

６級
20.1%

６級
20.3%

６級
17.8%

７級
13.8%

７級
13.0%

８級
9.5%

８級
9.7%

９級
9.5%

９級
9.7%

１０級
9.5%

１０級
9.7%

１１級
9.5%

１１級
9.7%

１級
2.9%

１級
1.9%

１級
1.4%

７級
7.0%

８級
2.2%

９級
1.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成18年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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（2) 昇給期間短縮の状況
　

４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（17年度支給割合） （17年度支給割合） （17年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算　　５～２０％ ・ 役職加算　　５～２０％ ・ 役職加算　　５～２０％

・ 管理職加算　　１０～２５％ ・ 管理職加算　　１０～２５％

（注）　１　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

２　平成17年度12月期の期末手当の支給割合を1.564月（再任用職員は0.817月）とすることで、年間の
官民格差相当分の調整を行いました。

（2) 退職手当（18年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算） （２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、17年度に退職した職員に支給された平均額です。

―

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  Ａ

2.964 1.45

1,730

　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

　　　　　　　　　％

5,625

１人当たり平均支給額（17年度）

59.28

21.00

33.75

国

比　　　　　　　　　　　率

宇都宮市

宇都宮市 栃木県

27.30

42.12

1.567

27,613

47.50

59.28

17年度

　　　　　　　　　％

職 員 数

区　　　　　　　　　　　　分

64

53

3.1

　　　　　　　　　人

一般行政職

16年度

普通昇給期間（１２～２４月）を

短縮して昇給した職員数

短縮して昇給した職員数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

3.7

　　　　　　　　　人

59.28

59.28

１人当たり平均支給額（17年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

職 員 数

1,686

　　　　　比　　　　　　　　　　　率

普通昇給期間（１２～２４月）を

国

1,757 1,848

23.50

33.50

47.50

0.75

3.00

30.55

1.45

1.60 0.75

3.00 1.45

1.60 0.75

41.34

59.28

59.28
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 (3) 地域手当

（18年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

（注）  １　市外に所在する市の施設などに勤務する職員は，支給対象地域を２級地としています。      

２　平成17年度は、手当の支給を行っておりません。

(２２年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に                              

　　　引き上げることとしています。                                                                            

　　　　    

 (4) 特殊勤務手当（18年４月１日現在）

千円

　円

　％

日額　400円狂犬病予防業務手当

行政職
感染症の患者の収容、家畜伝染病の患畜の
処分その他必要な措置又は処理に従事した
とき

行政職
狂犬病予防のため、犬の捕獲又は捕獲の
指揮監督業務に従事したとき

保健所保健予防課に勤務する職員が、精神
障害者又は精神障害の疑いのある者の護送
その他必要な措置に従事したとき

日額　400円精神保健業務手当

日額　400円感染症等防疫手当

行政職
斎場において、火葬等に関する業務に従事
したとき

日額　1,000円

特別勤務手当

斎場において、霊柩の運送作業に従事した
とき

日額　1,000円

月額　3,000円

１体　300円技能労務職
上記作業に従事したとき遺体１体につき
別に支給

遺体処置手当 行政職・技能労務職
老人福祉施設での収容者の遺体の納棺又は
行旅死亡人の収容その他の処置に従事した
とき

１体　6,000円

107,032

技能労務職

行政職

141,203

23.1

行政職

衛生環境試験所に勤務し、毒物、劇物及び
特定毒物又はそれらの化合物を取り扱って
水質、大気、土壌等の分析業務に従事する
職員

主な支給対象職員 主な支給対象業務
左記職員に

対する支給単価

行政職
庁外で市税及び市税外収入金の徴収事務に
従事したとき

日額　250円

支給対象職員数

6

646

支給率

１級地（東京都特別区） 18

手当の種類（手当数）

手当の名称

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算）

２級地（宇都宮市内ほか）

１級地（東京都特別区）

支給対象地域

1

-

-

13

国の制度（支給率）支給対象地域

13

1

18

支給率

国の制度（支給率）

支給実績（17年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算）

２級地（宇都宮市内ほか） 6

18

徴収手当

6

支給実績（17年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（17年度）
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月額　10,000円

行政職
血液、尿、生化学等の臨床検査に従事した
とき

日額　500円

行政職
衛生環境試験所及び保健所生活衛生課
食品衛生係に勤務し、食品及び添加物等の
食品衛生検査に従事する職員

日額　1,000円放射線取扱手当

月額　300,000円

行政職
公衆保健衛生に関する事務に従事する診療
放射線技師

公衆保健衛生に関する事務に従事する医師行政職

と畜の細菌検査、病理検査及び理化学検査
に従事したとき

保健衛生業務手当

行政職
診療放射線技師がエックス線の照射に従事
したとき

老人福祉施設、児童福祉施設に勤務し、
老人、児童等の疾病又は負傷に際し、
医療機関への搬送業務に従事したとき

技能労務職
社会福祉事務所又は保健所に勤務し、社会
福祉業務の家政的作業に従事したとき

行政職
生活福祉課に勤務し、庁外において生活
保護に関する業務に従事したとき

日額　800円

行政職

清掃業務手当

行政職

技能労務職

消防手当

清掃センター、清掃工場に勤務し、又は
廃棄物の収集、運搬、処理等清掃の作業に
従事した職員

上記作業に従事したとき別に支給

行旅病人の収容、その他の措置に従事した
とき

庁外において、特に不快かつ困難な清掃
作業の指導監督に従事したとき

技能労務職

技能労務職

日額　400円

１回　2,000円

日額　150円

技能労務職

行旅病人収容手当 行政職

日額　300円

と畜の解体検査に従事する職員

月額　10,000円

計量検査業務に従事したとき

高低差10ｍ以上の足場の不安定な高所で
火災の消火又は人命の救助に従事したとき

日額　300円

月額　14,000円

日額　300円

月額　12,000円

日額　150円

公園内において、ごみの収集処理又は公衆
便所若しくは飼育動物の檻の清掃作業に
従事したとき

日額　500円

市有自動車（原動機付自転車を含む）に係る
交通事故の処理に際しての和解交渉で、
市長が困難であると認めるものに従事したとき

日額　400円行政職

消防職

交渉業務手当

と畜検査手当

社会福祉業務手当

行政職・技能労務職

行政職

衛生検査手当

１勤務　300円

消防職

現場業務従事あり
　１勤務　250円

現場業務従事なし
　１勤務　200円

現場業務従事ありの
救命救急士
  １勤務　400円

火災の消火、人命の救助又は救急業務の
ために現場に出動したとき
（上記に掲げる者を除く）

正規の勤務時間による勤務の一部又は全部が
午後10時から翌日の午前５時までにおいて
行われる業務に従事したとき

１勤務　200円消防職

7



行政職
岩石採取場の坑内（地下10ｍ以上で市長の
定める箇所に限る）で調査業務に従事したとき

日額　850円

汚水等により汚染された管渠内で行う農業
集落排水処理施設検査に従事したとき

溝渠、側溝等の補修又は清掃の作業に従事
したとき

行政職

その他
    日額　400円

日額　350円

乳剤散布
    日額　800円

道路占用工事の現場で、埋め戻し作業等の
技術指導に従事したとき

日額　250円

変則勤務手当

行政職・技能労務職

公害防止のため、ばい煙、汚水、騒音、振動、
悪臭等が発生する場所に立ち入って行う規
制、測定若しくは検査の業務又は試料の収
集の業務に従事したとき

特殊現場業務手当

技能労務職

技能労務職

行政職・技能労務職

１週間当たりの勤務時間が38時間45分を
超えて定められた職員

給料月額×3.5/100
    (19,000円以内)

正規の勤務時間による勤務の一部又は全部が
午後10時から翌日の午前５時までにおいて
行われる業務に従事したとき（消防職を除く）

深夜の勤務時間
　　４時間以内
    １勤務　1,000円

深夜の勤務時間
　　４時間超
    １勤務　2,000円

特殊自動車運転手当 技能労務職
特殊自動車を運転し、土木等の作業に従事
したとき

日額　600円

日額　300円

日額　800円

行政職

行政職
毒物劇物監視のため毒物劇物を取り扱う
場所に立ち入って試料の収集の業務に
従事したとき

技能労務職
アスファルト等を使用して道路又はこれに
類する場所の舗装又は補修の作業に
従事したとき

行政職・技能労務職
１月１日から１月３日までの期間に、当直勤務
又は規則で定める業務に従事したとき

行政職・技能労務職

自動車整備士の免許を有する職員が、自動車
又は原動機付自転車の運行途中における
故障、事故等に際し、道路上でこれらの整備、
修理等に従事したとき

勤務時間４時間未満
    １勤務　2,500円

勤務時間
    ７時間45分以上
    11時間45分以内
    １勤務　7,500円

勤務時間
    11時間45分超
    １勤務　10,000円

日額　200円

日額　300円

勤務時間４時間以上
    ７時間45分以内
    １勤務　5,000円
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（18年４月１日現在）

円

・家賃10,000円超

借
家
・
借
間

借
家
・
借
間異なる

③その他
   １人につき　    5,000円

23,000円以下

扶養手当 同じ 411,028

②２人目　         6,000円

（ハ）配偶者がいない
      場合　      11,000円

（ロ）配偶者が扶養親族
     でない場合　6,500円

①１人目

④満16歳到達の年度
   初めから、満22歳
   到達後最初の年度
   末までに該当する
   子がいる場合の
   加算額
   １人につき　    5,000円

(家賃－23,000)

持
家

4,000円

・家賃23,000円超

×1/2+11,000円
住居手当

（イ）配偶者が扶養親族
     の場合　　   6,000円

それぞれ求めた額に
1,500円を加算した額

（２）配偶者以外の
     扶養親族

手　当　名

家賃－12,000円

内容及び支給単価

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 17 年 度 決 算 ）

持
家

千円 240,931

・家賃10,000円超

（１）配偶者　   13,000円

の異同

支 給 実 績 （ 17 年 度 決 算 ）

346

1,227,793

370

1,136,916

円114,269千円

支 給 実 績 （ 16 年 度 決 算 ）

異なる内容
支給実績国の 国の制度と

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 16 年 度 決 算 ）

・家賃23,000円超

×1/2+11,000円

新築・購入から５年間

2,500円

（17年度決算）

(家賃－23,000)
218,824

23,000円以下

制度と

家賃－12,000円

（17年度決算）
支給職員１人当たり

平均支給年額
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異なる １回　4,200円 0 千円

238,387 千円

同じ 63,172 千円

宿日直勤務を命ぜられた
職員に支給

休日勤務手当

夜間勤務手当

正規の勤務時間として
午後10時から翌日の
午前５時までの間に
勤務した職員に支給

勤務１時間当たりの
        給与額×25/100

宿日直手当 １回　4,800円

(５時間未満の
         勤務は2,400円）

給料月額×11～18%

管理職手当 同じ

休日において、正規の
勤務時間中に勤務する
ことを命ぜられた職員
に支給 同じ

勤務１時間当たりの
        給与額×135/100

管理又は監督の地位に
ある職員に支給

30～35ｋｍ  16,100円

35～40ｋｍ  18,500円

40～45ｋｍ  20,900円

45～50ｋｍ  21,800円

55～60ｋｍ  23,600円

・交通用具利用者（国）

 2～ 5ｋｍ   2,000円

 5～10ｋｍ   4,100円

25～30ｋｍ  13,700円

10～15ｋｍ   6,500円

15～20ｋｍ  8,900円

以下4kmごとに

2,500円を加算

(支給限度額55,000円)

同じ

異なる

24～28ｋｍ  17,000円

28～32ｋｍ  19,500円

32～36ｋｍ  22,000円

36～40ｋｍ  24,500円

 8～12ｋｍ   7,000円

12～16ｋｍ  9,500円

248,121 83,711千円

60ｋｍ～     24,500円

16～20ｋｍ  12,000円

20～24ｋｍ  14,500円

20～25ｋｍ  11,300円

通勤手当

・交通機関利用者

円

千円 770,488 円

50～55ｋｍ  22,700円40～44ｋｍ  27,000円

44～48ｋｍ  29,500円

48～52ｋｍ  32,000円

(支給限度額55,000円)

72,546

154,868

 2～ 4ｋｍ   2,000円

 4～ 8ｋｍ   4,500円

最長通用期間の
定期券相当額

・交通用具利用者

円

150,769 円

0 円

以上 以下

超 以下

以上 未満
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５　特別職の報酬等の状況（18年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、５％の減額措置を行う前の金額です。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、     
           １期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

4.45

助 役

収 入 役

副 議 長

　　（17年度支給割合）

710,000

674,500

710,000

636,500

779,000

期
末
手
当

議 長

収 入 役

議 長

報

酬

助 役

副 議 長

議 員

市 区 町 村 長

給

料

779,000 862,000

1,121,000

（参考）類似団体における最高／最低額

670,000

235,000

304,700

給 料 月 額 等

657,000

863,000 625,000

824,0001,267,000

738,000

1,180,000

市 区 町 村 長

区 分

備　　　　考

市 区 町 村 長

助 役

収 入 役

議 員

912,000

960,000

800,000

給料月額×在職月数×40/100

給料月額×在職月数×28/100

給料月額×在職月数×26/100

退
職
手
当

　　（17年度支給割合）

820,000

760,000

4.45

万円

万円

万円

1,290

1,008,000

任期毎

任期毎1,023

任期毎2,267
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　 人

人）

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　 人

人）

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

（2)年齢別職員構成の状況（平成１８年４月１日現在）

　

主な増減理由

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会・総務
増）合併推進室の設置，LRT導入推進室の設置
減）運転手付共有車の減車

増）税制改正に伴う事務の増

増）障害者自立支援法に伴う認定事務の増
減）霊園管理の効率化(指定管理者制度），
　　 福祉施設給食調理業務の委託化

7.79

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

その他

▲ 83
＜参考＞

[ 3,677］ [3,677］ [  0］

小　計 3,174

下水道 165

108

▲ 31
増）学校健康課の新設，教育相談業務の増
減）生涯学習体制の見直し，給食調理業務の委託化

増）東消防署の開設に伴う体制強化

▲ 28
＜参考＞

6.87

（中核市の人口1,000人当たり職員数 7.04

3

税務

福祉

456468

118

177 179

経済

土木（建設）

128

9831,015

2,369

教育部門 369

計

水道

減）土地改良事業の減少

減）駅東第３区画整理事業の完了

2,338 ▲ 31
＜参考＞

5.16

（中核市の人口1,000人当たり職員数 4.82

▲ 12

▲ 10

338

消防部門 439

3,115

436

減）水質管理業務の効率化，今市浄水場清掃の委託化

減）川田・田川処理場運転管理業務の委託化

増）介護保険法改正に伴う事務の増

小　計 439 415 ▲ 24

合　　計
3,613 3,530

602

平成17年

職 員 数

平成18年

581

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

2

▲ 32

113

140 ▲ 25

162 ▲ 4166

5

21

対前年
増減数

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20歳未満 20-23 24-27 28-31 32-35 36-39 40-43 44-47 48-51 52-55 56-59 60歳以上

構成比

５年前の構成比

%
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(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）「組織整備・定員適正化に関する方針」における定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間です。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示しております。
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   
  　　　降現年までの職員増減数の累計を示しております。                                              

3,200

― ― ▲83(20.1%） ▲413

3,530 ― ― ――

―

― ― ▲ 24

―

― ― 3

― ― ▲ 31

教　育 職員数 ― ―369 338 ―

増 減 ▲ 31 ― ― ― ― ▲ 31

― ― ― ―一般行政 職員数 2,369 2,338

（参考）

計画始期 １年目 ２　年　目 ３　年　目 ４　年　目 ５　年　目 計 数値目標

20年 21年 22年 17年～22年　　　　　　　　　区　　分

部　　門

１７年 １８年 19年

11.5%

計画期間

数値目標
始　期 終　期

職員数 職員数

3,200 415

平成17年4月1日 平成22年4月1日 純減数 純減率

職員数
人 人

0384

人 人人 人

51歳 55歳 59歳 以上35歳 39歳 43歳 47歳未満 23歳 27歳 31歳

～ ～

計

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

48歳 52歳 56歳 60歳32歳 36歳 40歳 44歳20歳 20歳 24歳 28歳

区　分

平成17年4月1日 平成22年4月1日

計 職員数 3,613

等 会 計

―増 減 ▲ 83 ―

増 減

―

職員数

―

―

―

439 415

増 減

公 営 企 業

消　防

11.5%

3,615

▲ 24 ―

―

▲ 31 ―

―

増 減

436 439

3 ―

―

― ― ―職員数

人 人 人 人

2554 62 162 523 441

人 人

440 431

人

3,530366 462
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７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　

（注）１　職員手当には退職給与金は含まれていません。
      ２　職員数は、１８年３月３１日現在の人数です。
      ３　市町村平均には、政令指定都市は含まれていません。

イ　 特記事項

・ 平成15年４月１日～平成19年３月31日までの間、上下水道事業管理者の給料月額の５％減額を行っております。
・ 平成15年４月１日～平成19年３月31日までの間、管理職手当の５％減額を行っております。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（18年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等が含まれています。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（17年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分

（ ）月分 （ ）月分
（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算　　５～２０％

（注）　１　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

２　支給割合，加算措置の状況は一般行政職と同じです。

2.964

1.567

1.45

0.75

　　　　　　Ｂ／Ａ

一人当たり

千円 千円千円 千円 　　　　　千円 千円

183 817,962 159,224 333,139 1,310,325 7,160 6,971

区　　分 職員数

17年度 人

　　　　千円 ％

（参考）市町村平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

9,705,600 1,374,678 1,741,332

％

17.9 18.7

千円　 千円　

　　　　　　区　　分

宇都宮市

　質収支

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

める職員給与費比率

16年度の総費用に占職員給与費比率

総費用に占める

Ａ  Ｂ　

17年度

区　　分

平　均　年　齢 基本給

市町村（政令指定都市除く）平均 44.8 376,947

1,830 1,788

594,048

１人当たり平均支給額（17年度）

市町村（政令指定都市除く）平均

577,214

1,040,926

平均月収額

総費用 純損益又は実

389,065

　　計　　Ｂ

事 業 者

１人当たり平均支給額（17年度）

宇 都 宮 市 46.2

62.8
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イ　退職手当（18年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　 千円 １人当たり平均支給額 千円

（注） １　退職手当の１人当たり平均支給額は、１７年度に退職した職員に支給された平均額です。

２　支給率、その他の加算措置は一般行政職と同じです。

ウ　地域手当

（18年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

（注）  １　市外に所在する市の施設などに勤務する職員は，支給対象地域を２級地としています。      

２　平成17年度は、手当の支給を行っておりません。

（２２年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に                              

　　　引き上げることとしています。                                                                            

エ　特殊勤務手当（18年４月１日現在）

千円

　円

　％

一般行政職の制度（支給率）

59.28

59.28

支給対象地域 支給率

支給実績（17年度決算）

－

支給率

支給実績（17年度決算） －

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算）

26,468

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算）

181

支給対象職員数

13,644

78,414

給水装置等作業手当 技能労務職
給水装置等の修繕及び
休止作業

行政職・技能労務職 水質の分析業務特別勤務手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（17年度） 95.1

手当の種類（手当数）

変則勤務手当 行政職・技能労務職 深夜及び年始業務

深夜1勤務
４時間以内    　　　    1,000円
４時間超　　    　　     2,000円

年始1勤務
４時間未満    　　　    2,500円
４時間超　　    　　   　5,000円
７時間45分超           7,500円
11時間45分超        10,000円

月額　3,300円

特殊現場業務手当 行政職・技能労務職
液体塩素の薬品受入・
切替業務

日額　300円

月額　2,000円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

6２級地（宇都宮市内ほか）

１級地（東京都特別区） 18 18

1

6

16,069

7

２級地（宇都宮市内ほか）

宇都宮市 市町村（政令指定都市除く）平均

1

13

一般行政職の制度（支給率）

21.00

33.75

27.30

42.12

47.50

59.28

１級地（東京都特別区） 13 0

支給対象地域
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当が含まれています。

カ　その他の手当（18年４月１日現在）

浄配水作業手当 行政職・技能労務職
水道施設の維持管理業
務

日額　300円

交渉業務手当 行政職・技能労務職
加害車両事故の示談交
渉業務

日額　400円

停水業務手当 行政職・技能労務職 停水処分収納業務

扶養手当

（１）配偶者　   13,000円

31,650

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算） 378

支給実績（16年度決算） 86,239

支給実績（17年度決算） 65,820

日額　400円

支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算） 466

支給実績 支給職員１人当たり
平均支給年額

（イ）配偶者が扶養親族
     の場合     　6,000円

（17年度決算）

（ロ）配偶者が扶養親族
     でない場合　6,500円

③その他
   １人につき　    5,000円

・家賃10,000円超

（ハ）配偶者がいない
      場合　      11,000円

②２人目　         6,000円

持
家

手　当　名 内容及び支給単価
（17年度決算）

251,190 円

④満16歳到達の年度
   初めから、満22歳
   到達後最初の年度
   末までに該当する
   子がいる場合の
   加算額
   １人につき　    5,000円

千円

千円

（２）配偶者以外の
     扶養親族

円

23,000円以下

家賃－12,000円

・家賃23,000円超

(家賃－23,000)
11,285

×1/2+11,000円

それぞれ求めた額に
1,500円を加算した額

4,000円

85,492

同じ

①１人目

住居手当

借
家
・
借
間 同じ

一般行政職
の制度

との異同

一般行政職の
制度と異なる内容
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 4～ 8ｋｍ   4,500円

16,742 千円 99,065 円

12～16ｋｍ  9,500円

16～20ｋｍ  12,000円

通勤手当

・交通機関利用者

最長通用期間の
定期券相当額

(支給限度額55,000円)

・交通用具利用者

20～24ｋｍ  14,500円

24～28ｋｍ  17,000円

28～32ｋｍ  19,500円

32～36ｋｍ  22,000円

円

円

管理又は監督の地位に
ある職員に支給

給料月額×11～18%

789,750

以下4kmごとに

2,500円を加算

0

 8～12ｋｍ   7,000円

36～40ｋｍ  24,500円

40～44ｋｍ  27,000円

管理職手当

同じ

44～48ｋｍ  29,500円

48～52ｋｍ  32,000円

(支給限度額55,000円)

休日勤務手当

休日において、正規の
勤務時間中に勤務する
ことを命ぜられた職員
に支給

勤務１時間当たりの
        給与額×135/100

同じ

 2～ 4ｋｍ   2,000円

千円 0

同じ

同じ 千円6,318

226,000 円夜間勤務手当

正規の勤務時間として
午後10時から翌日の
午前５時までの間に
勤務した職員に支給

勤務１時間当たりの
        給与額×25/100

8,362 千円同じ

0 千円宿日直手当

宿日直勤務を命ぜられた
職員に支給

１回　4,800円

(５時間未満の
         勤務は2,400円）

0 円

以上 以下

超 以下
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④定員管理の数値目標及び進捗状況

ア　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

宇都宮市職員全体で数値目標を設定

しているため、水道事業のみの数値

目標は設定しておりません。

イ　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

純減率平成22年4月1日

職員数 職員数

純減数平成17年4月1日

計画期間

数　値　目　標
始　期 終　期
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　(2)　下水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　

（注）１　職員手当には退職給与金は含まれていません。
      ２　職員数は、１８年３月３１日現在の人数です。
      ３　市町村平均には、政令指定都市は含まれていません。

イ　 特記事項

・ 平成15年４月１日～平成19年３月31日までの間、上下水道事業管理者の給料月額の５％減額を行っております。
・ 平成15年４月１日～平成19年３月31日までの間、管理職手当の５％減額を行っております。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（18年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等が含まれています。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（17年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分

（ ）月分 （ ）月分
（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算　　５～２０％

（注）　１　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

２　支給割合，加算措置の状況は一般行政職と同じです。

宇都宮市 市町村（政令指定都市除く）平均

１人当たり平均支給額（17年度） １人当たり平均支給額（17年度）

1,873 1,774

職員給与費比率

2.964 1.45

1.567 0.75

区　　分 総費用 純損益又は実 総費用に占める

める職員給与費比率

　質収支

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

16年度の総費用に占

17年度 　　　　千円 千円　 千円　

12.810,887,910 8,257 1,409,207

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当

17年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

141 649,617 121,564 266,011 1,037,192 7,356 6,972

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

宇 都 宮 市 46.7 400,108 613,025

- -

市町村（政令指定都市除く）平均 44.6 380,230 581,893

（参考）市町村平均

％ ％

12.9

事 業 者
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イ　退職手当（18年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　 千円 １人当たり平均支給額 千円

（注） １　退職手当の１人当たり平均支給額は、１７年度に退職した職員に支給された平均額です。

２　支給率、その他の加算措置は一般行政職と同じです。

ウ　地域手当

（18年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

（注）  １　市外に所在する市の施設などに勤務する職員は，支給対象地域を２級地としています。      

２　平成17年度は、手当の支給を行っておりません。

（２２年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に                              

      引き上げることとしています。                                                                            

エ　特殊勤務手当（18年４月１日現在）

千円

　円

　％

停水業務手当 行政職・技能労務職 停水処分収納業務 日額　400円

交渉業務手当 行政職・技能労務職
加害車両事故の示談交
渉業務

日額　400円

公共下水管渠工事検査
業務等

日額　350円

特別勤務手当 技能労務職
下水処理施設清掃業務
等

日額　800円

特殊現場業務手当 行政職・技能労務職

公害防止のための測定
業務等

日額　300円

２級地（宇都宮市内ほか） 6 6

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

18,915

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算） 140,111

職員全体に占める手当支給職員の割合（17年度）

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率）

１級地（東京都特別区） 18 18

宇都宮市 市町村（政令指定都市除く）平均

21.00 27.30

33.75 42.12

47.50 59.28

59.28 59.28

24,618 16,882

支給実績（17年度決算） －

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算） －

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

13

２級地（宇都宮市内ほか） 1 117 1

１級地（東京都特別区） 13 0

4

左記職員に対する支給単価

94.4

手当の種類（手当数）

支給実績（17年度決算）
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当が含まれています。

カ　その他の手当（18年４月１日現在）

との異同

支 給 実 績 （ 17 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 17 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 17 年 度 決 算 ）

①１人目

（イ）配偶者が扶養親族
     の場合　     6,000円

（ロ）配偶者が扶養親族
     でない場合　6,500円

（17年度決算）の制度 平均支給年額

43,618

323

38,730

287

制度と異なる内容手　当　名 内容及び支給単価
支給実績 支給職員１人当たり一般行政職 一般行政職の

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 17 年 度 決 算 ）

（17年度決算）

扶養手当

（１）配偶者　   13,000円

同じ 26,108 千円 248,648 円

（２）配偶者以外の
     扶養親族

（ハ）配偶者がいない
      場合　      11,000円

②２人目　6,000円

③その他
   １人につき　    5,000円

④満16歳到達の年度
   初めから、満22歳
   到達後最初の年度
   末までに該当する
   子がいる場合の
   加算額
   １人につき　    5,000円

千円 84,624住居手当

借
家
・
借
間

・家賃10,000円超

同じ

持
家

円

23,000円以下

家賃－12,000円

・家賃23,000円超

(家賃－23,000)

×1/2+11,000円

それぞれ求めた額に
1,500円を加算した額

4,000円

9,224
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最長通用期間の
定期券相当額

(支給限度額55,000円)

・交通用具利用者

 2～ 4ｋｍ   2,000円

 4～ 8ｋｍ   4,500円

 8～12ｋｍ   7,000円

36～40ｋｍ  24,500円

40～44ｋｍ  27,000円

12～16ｋｍ  9,500円

10,903 千円 90,107 円

管理職手当

管理又は監督の地位に
ある職員に支給

通勤手当

・交通機関利用者

同じ

44～48ｋｍ  29,500円

48～52ｋｍ  32,000円

以下4kmごとに

2,500円を加算

同じ

16～20ｋｍ  12,000円

20～24ｋｍ  14,500円

24～28ｋｍ  17,000円

円

5,409 千円 772,714

夜間勤務手当

正規の勤務時間として
午後10時から翌日の
午前５時までの間に
勤務した職員に支給 同じ

円

給料月額×11～18%

休日勤務手当

休日において、正規の
勤務時間中に勤務する
ことを命ぜられた職員
に支給 同じ 0

7,970 千円 194,930

勤務１時間当たりの
        給与額×135/100

千円 0

円

勤務１時間当たりの
        給与額×25/100

宿日直手当

宿日直勤務を命ぜられた
職員に支給

同じ 0 千円 0 円１回　4,800円

(５時間未満の
         勤務は2,400円）

(支給限度額55,000円)

28～32ｋｍ  19,500円

32～36ｋｍ  22,000円

以上 以下

超 以下
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④定員管理の数値目標及び進捗状況

ア　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

宇都宮市職員全体で数値目標を設定

しているため、下水道事業のみの数値

目標は設定しておりません。

イ　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

平成17年4月1日 平成22年4月1日 純減数 純減率

職員数 職員数

計画期間

数　値　目　標
始　期 終　期
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